
はじめに

グローバル社会の構造変化により、新たな社会シス
テムとしての「データ資本主義」が到来している 1。デー
タ資本主義社会を席巻する主要デジタルプラット
フォーマー（MDP）は、GAFA を筆頭に、他の企業
に先駆けてデータの収集と活用を行うことで新たな価
値を生み出しており、グローバル市場において、その
存在感を際立たせている。

他方、国際社会は MDP に対する規制を強化してい
る。とりわけ EU では、一般データ保護規則（GDPR）
が企業に厳格なプライバシー保護の取り組みを要求し
ており、ヨーロッパ各国当局は MDP の摘発を加速さ
せている。また米国でも、連邦取引委員会法（FTC 法）
第５条の MDP に対する適用が強化されるとともに、
カリフォルニア州で GDPR と同様に厳格な消費者プ
ライバシー保護法（CCPA）が制定されている。

本 稿 で は、MDP の 一 角 を 占 め る Facebook と
Apple のケースを参考に、ビジネスにおける AI の予
測精度と、国際社会が企業に求めるプライバシー保護
との間にあるジレンマを、コーポレートガバナンスの
視点から分析する。具体的には、AI ビジネスにおけ
るステークホルダー間の利害関係を念頭に、プライバ
シーを巡る規制環境が変化するなかで、消費者の権利
に対する企業の対応が変化していることから、コーポ
レートガバナンスにおけるジレンマに変化が起きてい
ることを明らかにする。

MDP が消費者に向ける態度は一枚岩ではない。プ
ライバシー保護の観点において、Facebook と Apple
の方向性には共通点もあるが、重要な相違点もある。
両社の対比構造のなかから、データ資本主義社会にお
いて、コーポレートガバナンスを再構築するための重
要なヒントを得ることができる。

１．本研究の目的

1.1　ステークホルダー間の利害対立
コーポレートガバナンス論は、プリンシパルたる株

主とエージェントたる経営者のエージェンシー関係を
前提としており、主に株主の投資効率を高めるために
経営者の行動をコントロールするという目的を持つ

（Ross, 1973; Jensen & Meckling, 1976）2。こうした
考えを一般に株主至上主義と呼ぶ。

これに対し、ステークホルダー主義では、株主だけ
でなく、銀行や従業員など株主以外を含めたステーク
ホルダーをプリンシパルと理解する。この観点に立つ
と、コーポレートガバナンスにおける経営者の役割は、
情報センターあるいは管理機関として位置づけられ、
さまざまな種類株からなる投資家や、長短期の債権者
や財・サービスの提供者、政府その他の機関、従業員、
競合相手や関連企業など、あらゆるステークホルダー
をとりまとめる存在と理解できる（今福，2007, p.8）。

また、それぞれのステークホルダーからのガバナン
スの有効性は、異なる経済体制に応じて変化するとい
う主張もある（岩井，2005；Aoki, 2010；高，2013）。コー
ポレートガバナンスの実務においては、異なるステー
クホルダーが異なる価値を志向することもある。こう
した志向性の相違は、一般には、金銭的価値を重視す
る「企業効率」と社会的価値を重視する「企業倫理」
の２つに区別される。現代では、両者が複合問題（菊
澤，2004，pp.14-19）として現れ、これがステークホ
ルダー間の利害対立として顕在化している（太田，
2020）。これはステークホルダー主義において、コー
ポレートガバナンスに生じるジレンマと理解できる。

とりわけ、企業効率を志向する株主と、企業倫理を
志向する他のステークホルダーの間では、利害対立が
先鋭化しやすく、ジレンマが拡大しやすいと考えられ
る。したがって、両者の利害対立の解消を企業の戦略

麗澤大学紀要　第 105 巻　2022 年３月

国際学部　藤　野　真　也

AI の予測精度とプライバシー保護を巡るジレンマ
─ステークホルダー主義に基づくコーポレートガバナンスの再構築─

1 経済の中心は実体経済から金融経済へ、さらにはデジタル経済へとシフトし、資本主義のあり方そのものが変化するなか、GAFA や BATH と言われ

る米中のデジタルプラットフォーマーは、大量のデータを収集・活用し、予測精度の高い AI を駆使することで、世界のデジタル市場を席巻している。
2 エージェンシー関係を前提とすれば、経営者は、株主に対して信認義務を履行することが求められる（Ross, 1973）。しかし、経営者と株主の間に情報

の非対称性が存在するため、経営者は株主を裏切る可能性があり、この点において、株主は経営者の管理コストを負担することになる（Jensen & 

Meckling, 1976）。
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的なプロセスに組み込むことが必要となる（Freeman 
& Reed, 1983）。なぜなら、利害対立が解消されない
まま企業経営にステークホルダー主義を持ち込めば、
経営者は八方美人にならざるを得ないため、コーポ
レートガバナンスの有効性が損なわれ、エージェン
シーコストが増加することになるからである（Jensen 
& Meckling, 1976）。

1.2　AI ビジネスにおける対立構造の変化
株主や消費者といった異なるステークホルダーの間

に利害対立が生じる場合、両者に対して同時に信認義
務を履行しようとすると、経営者はジレンマに陥るこ
とになる。特に、ビジネスにおける AI の活用が本格
化するなか、日本企業の対応は諸外国の企業に比べて
遅れがちである（Castelli, et al., 2018）。このような状
況において、日本社会には「データ利用の制限による
消費者保護」を推し進めると同時に、海外の MDP が
躍進する傍らで「データ利用を促す公正な競争の確保」
も必要とされている（藤原，2020）。

AI ビジネスにおいては、経営者が株主利益を優先
して収益性を高めようとすれば、個人データを積極活
用し、AI の予測精度を高める必要があるが、それは
同時に、プライバシー侵害のリスクを高めることにな
る。他方で、消費者の利益を優先してプライバシーリ
スクを抑えようとすれば、データ活用を制限しなけれ
ばならず、収益性に悪影響を及ぼす。このようなジレ
ンマは、株主と消費者が、収益性とプライバシーとい
うそれぞれ異なる価値を志向していることに端を発す
ると言える。

そもそもコーポレートガバナンスは、各ステークホ
ルダーの権利に対する法的保証との関わりのなかで展
開してきた。これまで、株主は取締役選解任権のよう
にハードローに基づく影響力行使が認められているの
に対し、他のステークホルダーは経営者に対して直接
影響力を行使する権利を持たなかった（太田，2020）。
つまり、ステークホルダー主義の名のもとに、理論上
で株主からステークホルダーへとプリンシパルを拡大
しても、法的にはコーポレートガバナンスが株主の利
益を志向していることに、変わりはなかったわけであ
る（田村，2020）。

とはいえ、昨今はこうした状況に変化の兆しが見え
つつある。とりわけ AI ビジネスにおいては、消費者
から企業に提供されるデータが、企業価値に重要な影
響を及ぼすようになっている。GDPR をはじめ各国の
プライバシー保護規制は、このような消費者と企業と
の関係を委託受託関係と捉え、経営者に対して消費者
への信認義務履行を求めている（藤野・藤原，2021）。

つまり、現代企業には株主基点に加え、消費者基点の
コーポレートガバナンスが要請されており、経営者は
データの委託者たる消費者に対する信認義務履行を法
的に求められているわけである（藤野・藤原，2021）。

このように、コーポレートガバナンスを巡る法制度
が変化する状況下では、企業や経営者に求められる経
営判断にも変化が生じるはずである。すなわち、株主
と消費者との利害対立において、株主に対する法的保
護が相対的に強い場合には、経営判断としては株主利
益を優先することが合理的となる。これに対し、消費
者に対する法的保護が強化されるとすれば、法的リス
クを負うほどに消費者利益を損ねてしまうと、ひいて
は株主利益を損なうことにもつながるため、結果的に
両者の利害は一致することになるだろう。

1.3　本研究の目的
本研究では、Facebook と Apple を取り上げ、米国

におけるプライバシー保護規制の強化を念頭に置きな
がら、両社の対応を分析することで、コーポレートガ
バナンスにおけるステークホルダー間の対立構造の変
化を捉える。そこから、企業に求められる制度変化へ
の戦略的対応を明らかにする。本研究の分析対象とし
て、Facebook と Apple を取り上げる理由は、次の２
点にある。

第一に、両社は GAFA の一角をなす代表的 MDP
であり、AI の活用において最も効率性に優れた企業
に分類される点である。MDP は大量のデータをもと
に AI の予測精度を高め、利用者の決断プロセスを自
動化することで、高度なサービスを提供している

（Agrawal, et al., 2018, pp.180-181）。ただし、決断プ
ロセスの自動化には極めて高い予測精度が求められ
る。予測精度を高めるには、大量かつ質の高いデータ
が必要となる。これが次の点と関わってくる。

第二に、GAFA のなかでも Facebook と Apple は、
データを巡るコーポレートガバナンスに関して、好対
照をなしている点である。Apple は自社製品上で利用
者のプライバシーを保護するために個人情報取得を厳
しく制限しようとしている。しかし、Apple 製品等を
通じて自社のビジネスを展開する Facebook は、無料
アプリ利用者の個人情報を活用し、主に「行動ターゲ
ティング広告 3」で収益を得ているため、Apple が個
人情報取得を制限すれば、収入が減少する恐れがある。
このように、Facebook と Apple は、企業効率と企業
倫理を巡って明確に利害が対立しており、コーポレー
トガバナンスのジレンマを検討するにあたり、望まし
い分析対象と言える。

もちろん、前述の通り、コーポレートガバナンスは

3 利用者のデータを活用することで消費者の関心に沿った効率的な広告を表示する手法である。
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法規制の影響を強く受けている。特に米国企業である
両社は、米国のプライバシー保護規制の強い影響下に
ある。したがって、Facebook や Apple のガバナンス
を分析する際には、米国法の制定や運用の動向につい
ても十分考慮に入れる必要がある。

そこで本稿では、まず米国のプライバシー保護規制
の概要を把握し、これがコーポレートガバナンスにい
かなる影響を与えているかを理解する。その上で、
Facebook と Apple をケースとして取り上げ、米国の
プライバシー規制における制度変化のなかで、両社の
コーポレートガバナンスが、どのようにステークホル
ダー間の利害対立に対応してきたかを確認する。両社
の事例を通じて、AI ビジネスにおけるコーポレート
ガバナンスがどのように変化しているかを明らかにす
るとともに、制度変化への望ましい対応のあり方につ
いて検討していく。

２　MDPに対する米国法の規制

2.1　AI の戦略的活用
ビジネスにおける AI の活用は、意思決定上のリス

クとリターンの最適化を目的に行われる。つまり、入
力・判断・行動・訓練のプロセスを通じて予測を行い、
結果として得られたデータをもとに AI を訓練し、予
測の精度を高めることで合理的な資源配分が可能とな
る。そのために、状況を単純化した複数の選択肢につ
いて、それぞれの行動から生み出される報酬とペナル
ティを評価し、比較する（Agrawal, et al., 2018）。単
純化された状況の中では、AI は人間が処理できるよ
りも大量のデータを処理することで、人間よりも正確
な予測ができる。

既に多くの企業が、主に業務上の意思決定を効率化
するために、AI の活用を行っている。そもそも企業
組織の意思決定は、経営・戦略・業務の３つのレベル
に大別できる。経営上の意思決定は、企業のビジョン、
経営者の指名、企業文化など、企業経営の大きな方向
性に影響を与えるものである。これをもとに、戦略上
の意思決定として中期ビジョンに関わる経営方針や事
業投資、顧客層などが決められ、さらに短期の時間軸
では業務上の意思決定として予算管理や人材管理さら
には日常の業務手続きなどが行われる（Carucci, 
2020）。状況を比較的単純化できる業務レベルでは、
データの入手可能性の点において、AI 導入のハード
ルはそれほど高くない。

しかし、AI を戦略的に活用し、新たなビジネスチャ
ンスに結びつけようとすれば、人間の感情や性格、行
動特性等に関するデータが必要となる。こうしたデー

タは過去の蓄積が十分でなく、入手可能性も限られて
いる。このため、戦略レベルで AI を活用しようとす
れば、予測精度が低下し、意思決定を誤る可能性が高
い。その場合には、コストをかけてより多くのデータ
を収集・投入することで AI の予測精度を高めるか、
自動化を諦め人間の判断を介入させる必要がある

（Agrawal, et al., 2018, pp.95-102）。したがって、AI
の戦略的活用を成功させる鍵は、広範な利用者データ
をいかに効率的に入手するかにあるが、この点におい
て、MDP は極めて高い優位性を確保している。その
理由は、市場における独占的な地位にある。

MDP が独占市場を形成してきた要因の一つに、ポ
ジティブフィードバックがある。ポジティブフィード
バックとは、利用者が増えるほど製品やサービスの価
値が高まる現象を指す。ポジティブフィードバックが
起きると「強者はますます強くなり、弱者はますます
弱くなる」（Shapiro & Varian, 1998, p.175）ため、利
用者数が一定規模を超えると需要が爆発的に成長す
る。したがって、早い段階で多くの利用者数を獲得す
れば、市場を一人勝ち状態―すなわち独占―に持ち込
むことができる（Shapiro & Varian, 1998, p.177）。

ひとたび独占市場が形成されれば、企業はデータ収
集において競争優位を獲得することになる。とりわけ
MDP は、売り手と買い手の両側に対して独占的な地
位を有するため、利用者データの蓄積に有利な立場に
ある。これを AI の訓練に活かすことで、予測精度は
さらに向上する。すると、サービスの利便性が一層高
まることから、独占はより強化されることになる。こ
うした背景から、MDP はデータを戦略的に活用し、
新たなビジネスモデルを構築することが可能となるわ
けである（Agrawal, et al., 2018, pp.184-187）。

2.2　FTC法のプライバシー保護規制
本稿で問題とするのは AI の戦略的活用による利用

者のプライバシー侵害であるが、これは市場の独占と
密接な関係がある。独占企業のサービスを利用する場
合、代替サービスの選択肢を与えられないため、仮に
利用者が自らのプライバシー侵害を認識していたとし
ても、当該サービスを利用せざるを得ないという「ロッ
クイン」（Shapiro & Varian, 1998, p.135-172）の状態
に陥る。その結果、独占企業は利用者のデータを容易
に取得することができるようになる。

こうした状況を踏まえ、米国では反トラスト法であ
る FTC 法でもって、企業へのプライバシー保護規制
を敷いている。FTC 法は、反競争的状況を防ぐため
に 1914 年に制定された連邦法で、その第５条は「商
業活動に関わる不公正な競争手段と欺瞞的な行為また
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は慣習 4」を禁止しており、これが自主規制方式によ
るプライバシー保護規制として運用されている 5。つ
まり企業は、個人情報の取り扱いついて、自社が公表
する「プライバシーポリシー」に反する行為をする場
合には、それが「不公正・欺瞞的行為または慣行」で
あるとして、FTC 法違反と判断される。

違反行為を犯した企業に対して、FTC は同意命令
によって事件を決着させることができる（村上，
1999，p.25）。この命令にもとづいて、企業は、製品・
サービスの開発・管理に関するプライバシーリスクに
対処することが要求される。そこで企業は「プライバ
シー・バイ・デザイン（PBD）」の考えに則り、合理
的かつ包括的なプライバシー保護プログラムを実施し
なければならない（堀部，2012，p.17）。

PBD とは、あらゆる場面において、プライバシー
情報が適切に取り扱われる環境を、あらかじめ作り込
むというコンセプトである（堀部，2012，p.10）。具
体的には、設計・開発の段階で「データが識別されな
い」ことを確認するための合理的措置を講じ、さらに

「データが識別されない」また「データの再識別を試
みない」方法で、データを保管・利用することが求め
られる（FTC, 2012, p.21）6。

プライバシー保護規制のもとで PBD を実施するこ
とは、経営者にとって、利用者への信認義務を果たす
ことにつながる。これは、コーポレートガバナンスに
おいて、企業倫理に係るリスクへ対処することに他な
らない。しかし、プライバシー保護規制が強化される
なかで企業効率の維持または向上が期待されれば、ス
テークホルダー間の利害対立は一層深刻化し、コーポ
レートガバナンスのジレンマが拡大することになる。
こうした状況は Facebook のケースに典型的に現れて
いる。

３　Facebookのケース

3.1　Facebook の広告ビジネス
Facebook は、MDP のなかでも、個人情報を豊富

に所有していると言われる。Facebook は人と人とを

オンラインで結びつけることを主たるサービスとして
おり、多くの利用者が実名をはじめ、あらゆる個人情
報を登録している。さらに、日々の活動記録や写真を
投稿し、それを個人間で共有することが促されている

（高広他，2011，p.22）。Facebook はこれらの情報を
取得して AI を訓練することで、収益性の向上を図っ
ている。

例えば、利用者が特定の場所で撮影した写真を
Facebook に投稿し、そこに映る「友達 7」をタグ付
けしたとする。すると、Facebook は写真の情報と手
元にあるデータを突合することで、友達と会う頻度か
ら互いの関係性、共通の知人、収入や消費習慣までも
正確に予測することができる 8。この予測をもとに、
利用者との「関連性が高い」と判断した広告を、確実
に 利 用 者 の も と に 届 け る 仕 組 み に な っ て い る

（Vaidhyanathan, 2018）。これを「アドテック」という。
アドテックビジネスでは、MDP が提供するプラッ

トフォーム上で、デベロッパーが自ら開発したアプリ
ケーションやソフトウェア（以下、アプリと総称）に
掲載される広告枠を、広告主であるマーケッターに対
し、サードパーティベンダーを通じて提供する。その
際に、AI によって人間の行動を予測することで、効
果的なタイミングと内容の広告を利用者に届けること
が可能となる（Forbrukerrådet, 2020, pp.19-20）。こ
の意味で、アドテックビジネスは戦略的 AI 活用の典
型的な実践例だと言える。

3.2　FTCによる摘発と合意
Facebook でアプリを開発するデベロッパーは「グ

ラフ API」と言われるソフトウェア開発キット（SDK）
を通じて、利用者データを入手している。グラフ API
とは、デベロッパーが、いわゆるソーシャルゲーム―
利用者同士がオンラインで交流できるゲーム―等のア
プ リ を 開 発 す る 際 に 利 用 す る ツ ー ル で あ る。
Facebook は 2010 年に Graph API の初期バージョン

「グラフ API V1」の提供を開始した。アプリ利用者
のデータは、Graph API V1 を通じて、デベロッパー
に共有され、デベロッパーはこれを活用して、アプリ

4 15 U.S.C. §45(a)(1).
5 なお、ここでいう「不公正」とは「実質的な損害を消費者に与えるか与えそうなもので、消費者自身が合理的には避けることができないものであり、

消費者や競争上の観点からの利点によって正当化されないもの」を指す。15 U.S.C. §45(n).
6 組織体制の面では、データ管理を目的とした内部統制の構築と運用が求められている。プライバシーリスク評価を継続的に行い、その結果を管理手続

きの更新に利用するとともに、手続きの責任者を設定し、従業員のプライバシー研修を実施するなど管理体制を強化する。こうした取り組みを継続

的に実施することで、組織全体でプライバシー問題に対処することが可能となる（FTC, 2012, p.31）
7 Facebook では、互いに「友達」と承認すると、自動で相互にフォローしている状態になる。フォローとは他の利用者やページに対して行う操作で、フォ

ローをするとホーム画面のニュースフィードに相手の Facebook ページの投稿が自動で表示されるようになる。
8 これを「プロファイリング」という。プロファイリングとは、アプリケーションなどを使う多くの利用者からデータを取得し、それを自動的に保存・

処理することで、個人の行動等を予測する行為である。
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の開発や改善を行っていた（FTC, 2019a, p.7）。
しかし、Graph API V1 は、以下に示す通り、アプ

リ利用者に知られることなく、デベロッパーに利用者
の個人データを提供する仕組みとなっていた。まず、
Facebook は「プライバシー設定を非公開とすること
で、Facebook のプロフィールに追加した個人情報や
投稿の共有を、一部の対象者―例えば『友達のみ』―
に限定することができる」と利用者に説明していた。

ところが実際は、友達がアプリをインストールして
いなくても、利用者のデータだけでなく友達のデータ
も、デベロッパーと共有するように初期設定されてい
た。この情報共有を友達が回避するには、プライバシー
設定ページとは別に、Facebook のウェブサイトやア
プリに設置されている「アプリ設定ページ 9」を見つけ、
オプトアウトするしかなかった。利用者は、自分がア
プリを使用していない場合、アプリ設定ページをク
リックするはずがない。このため、プライバシー設定
ページを通じてプロフィール情報の共有を制限してさ
えいれば、プライバシーが守られていると考えたはず
である（FTC, 2019a, p.3）。

このように、Facebook は「利用者が自分の情報の
プライバシーをコントロールできる程度」「そのコン
トロールを実行するために利用者が取らなければなら
ない手順」「第三者に対して利用者情報へのアクセス
を可能にする程度」について、消費者に誤った説明を
したうえで、個人データをデベロッパーに共有してい
た。

こうして許可なく共有された情報は、個人情報の窃
盗やフィッシング詐欺などに悪用される危険性もあっ
た（FTC, 2019a, p.3）。その意味では、Facebook のサー
ビスが無料でも、利用者はプライバシーリスクという
見えない対価を払わされていたことになる。また、仮
に利用者が自らの意思でデータを企業に売っていれ
ば、対価を得ることもできたわけだが、これを諦めて
Facebook やデベロッパーに個人データを差し出して
いたという点で、利用者は機会費用を負担していたと
も言える（木内，2019，pp.68-69）。

3.3　FTCとの合意への違反
これらの点を取り上げ、FTC は 2012 年に Facebook

を摘発し、同様の問題を繰り返さないよう対策を講じ
る命令を下した。これを受けて Facebook は、まずプ

ライバシー設定ページに免責事項を追加した。さらに
Facebook の友達と共有された情報は、その友達が使
用するアプリでも共有される可能性があることを、利
用者に警告するようにした（FTC, 2019a, p.3）。

しかし、その４ヶ月後には、上記の免責事項を利用
者に通知することなく削除したうえで、友達のデータ
をデベロッパーと共有していた。このため、利用者が
友達とデータを共有すれば、Facebook はそのデータ
を、友達が使用する可能性のある 100 万以上のアプリ
のデベロッパーと共有することができる状態は変わっ
ておらず（FTC, 2019a, p.4）、こうした状況を利用者
にも正しく伝えていなかった（FTC, 2019a, p.28）。

2013 年９月に、Facebook はデベロッパーとのデー
タ共有の可否について再考するため、一部アプリを対
象に調査を実施した。すると、調査対象となったアプ
リは、様々なデータを求めて、Graph API に対し１ヶ
月に数億回のリクエストを行っていた事実が判明した

（FTC, 2019a, p.27）。Facebook はこの状況を憂慮し、
2014 年４月にようやく Graph API V1 を廃止して、
デベロッパーが友達のデータにアクセスできない仕様
の新たな SDK「Graph API V2」に置き換えることと
した。同月に Facebook は、Graph API V2 への移行
を済ませていない開発者に対し、移行を要求した

（FTC, 2019a, p.29）。
ところが、Facebook はこれ以降も、高額の広告費

を支出する 20 数社のデベロッパーだけを「ホワイト
リスト・デベロッパー 10」に指定し、これらに対して
は、グラフ API V1 へのアクセス許可を継続していた。
したがって、利用者が自分のデータを友達と共有する
ことを選択した場合には、ホワイトリスト・デベロッ
パーに対してデータが共有されていたわけである

（FTC, 2019a, pp.28-30）11。
昨今の消費者がこのようなデータ共有に対して敏感

になっていることは、Facebook もよく理解していた。
にもかかわらず、データへのアクセスを許可されてい
るホワイトリスト・デベロッパーの存在については、
利用者に伝えられていなかった（FTC, 2019a, p.33）。
したがって、利用者は Facebook の虚偽情報を信用し
て「個人情報の共有を友達に限定すればプライバシー
は保護される」と思い込んでいたことになる。

Facebook は 2019 年７月に、上述の通り、利用者
の個人データをデベロッパーに無断で提供していた問

9 アクセスをブロックするためのオプションは「アプリケーション」や「アプリ」あるいは「アプリケーションとウェブサイト」と呼ばれるページに配

置されていた。これらを「アプリ設定ページ」と総称する。
10 Facebook は 25 万ドル以上の広告費を支出しているアプリを開発したデベロッパーに連絡を取り、アクセスしているデータの必要性を確認するよう求

め、他方で 25 万ドル未満しか広告費を支出していないデベロッパーに対してはアクセスを停止していた。
11 ここで提供されていた情報には、公開ページの「いいね！」「位置情報」「学歴」「勤務状況」「交際状況」「メモ」「グループ」「イベント」「写真」「宗教」

「探している」「重要な相手」「ウェブサイト」「活動」「関心事」など、利用者がプライバシーの観点から敏感になる情報が多く含まれていた。
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題につき、約 5400 億円の制裁金を支払うことで FTC
と合意した（FTC, 2019b, p.3）。この制裁金額は、米
国政府が企業に科した制裁金として過去最大規模だっ
た（FTC, 2019c, p.1）。この合意に基づき、Facebook
は自社が運営するサービスで PBD の実践を要求され
た 12。

具体的には、マーク・ザッカーバーグ CEO を除い
た取締役会の独立委員会が消費者プライバシーに関す
る意思決定を行うほか、四半期ごとに法令順守やプラ
イバシー保護プログラムについて報告し、違反行為は
民事や刑事の罰則対象になる。さらに、二要素認証の
ために収集した電話番号の広告目的での利用禁止や、
顔認識の利用に対する明確な説明や同意の要求、利用
者のパスワード暗号化といった包括的なセキュリティ
対策を講じることが求められた（FTC, 2019c, pp.2-
4）。

これを受けて Facebook は、これまで成功してきた
アドテックを収益源とするビジネスモデルを離れ、プ
ライバシー保護を優先させることを決定した。そのた
めに、公共の場で個人情報を共有する従来のコンテン
ツから、プライベートな対話へとサービスを移行し、
全ての主要サービスで暗号化メッセージを提供するこ
ととした（木内，2019，pp.127）。とはいえ、暗号化
を導入すれば、利用者の登録情報や投稿内容を行動
ターゲティング広告に利用することが難しくなり、ア
ドテックビジネスの収益性に決定的な打撃を与えかね
ない。このため、サービス内容の大幅な見直しを迫ら
れており、将来はメッセージ機能や決済、電子商取引
にビジネスの軸足を移すことを表明している（木内，
2019，pp.128）。

3.4　利害対立解消と戦略的対応
Facebook の戦略上の転換は、AI ビジネスにおける

ステークホルダー間の利害関係の変化を端的に表して
いる。そもそも Facebook は、アドテックを通じた収
益化において、極めて有効な個人データを所有してい
た。企業効率のガバナンスという観点から見れば、こ
うしたデータを収益化することは、株主利益を最大化
させるという点において、最も望ましいと言える。

しかし、収益性を高めるために行った個人データの
活用が、利用者プライバシーの侵害を惹起していた。
特に Facebook は、自社のビジネスモデルそのものが
プライバシー侵害を伴うことをわかっていながら、利

用者を欺いてでも、それを継続せざるを得ない状況に
あった。その意味で、企業倫理の点で利用者の利益を
損なってでも、企業効率の向上を優先したわけである。
こうした行為が結果的に Facebook に巨額の損害をも
たらしたことに鑑みれば、同社のデータガバナンスは、
企業効率と企業倫理の間でジレンマを引き起こしてい
たことが理解できる。

このような状況は、FTC によるプライバシー保護
規制の強化により、変化している。すなわち、規制環
境の変化が、企業効率と企業倫理のジレンマを解消す
ることで、当初は対立していたステークホルダー間の
利害を一致させる方向に作用していると理解できる。
この変化に従う形で、Facebook は従来軽視していた
利用者のプライバシー保護を強化するべく、ビジネス
モデルの転換を迫られていると言える。

４　Apple のケース

4.1　Apple のアドテックビジネス
Facebook のケースを通じて、米国におけるプライ

バシー保護規制の変化と同社の戦略的対応を確認する
ことができた。Facebook は、FTC による度重なる摘
発を受け、巨額の賠償金支払命令に応じたのちに、よ
うやくビジネスモデルの転換に向けて動き出した。こ
の点において、Facebook のプライバシー保護規制へ
の対応には、受動的な態度が見て取れる。

他方、Apple も、規制環境の変化に伴い、同様の戦
略的転換を図っている。とりわけ、創立者の一人であ
るスティーブ・ジョブズ氏から後継者としてティム・
クック氏を CEO に迎えて以降、同社は目覚ましい成
長を見せているが、その影には、クック氏が主導した
戦略上の方針転換がある。ここでは、Apple のプラバ
シー保護の取り組みを概観し、同社がステークホル
ダー間の利害対立にどのように向き合っているかを理
解しておく。

Apple は当初、ジョブズ氏の強力なリーダーシップ
のもと、製品の品質を厳格に管理することで顧客満足
度を高め、他社製品との差別化を図っていた。このた
め、2007 年発売当初の iPhone には、外部のデベロッ
パーによるアプリが一つも導入されていなかった（竹
内，2019，p.140）。この点において、同社は比較的クロー
ズドなビジネスモデルを持っていたと言える 13。

しかし、Apple も次第に社内の意見を受け入れる形

12 FTC が Facebook に PBD の内容は（１）「プライバシープログラムの責任者の指定」、（２）「従業員のトレーニングと管理、製品の設計と開発を対象

としたリスクアセスメント」、（３）「特定されたリスクに対処するために設計されたコントロールの実施」、（４）「サービスプロバイダーの適切な監督」、

（５）「定期的なテストとモニタリングを考慮したプライバシープログラムの評価と調整」の５点である（FTC, 2019c, pp.2-4）。
13 ビジネスにおける「クローズドシステム」とは、自社で付加価値の源泉を設計し、製造から販売を通じたバリューチェーンにおいて、自社によるコン

トロールを重視する経営上のシステムを指す。
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でビジネスをオープンシステム化し、外部で開発され
たアプリを iPhone に導入するようになった（竹内，
2019，p.62）14。このため Facebook と同様に、デベロッ
パーがデバイスに割り振られた識別情報を、SDK を
通じて入手できる仕組みを採用するようになった。

Apple の 識 別 情 報 で あ る「IDFA（Identifier for 
Advertisers）」は、個々の Apple デバイスに割り振
られた一意の文字列である。デベロッパーやサード
パーティベンダーは、IDFA を通じて、利用者の行動
履歴や検索履歴等を把握することが可能になる。
IDFA により、デベロッパーは、利用者に無料アプリ
を提供する代わりに、アプリ内に利用者属性に合わせ
たターゲティング広告を表示することで、収益を得る
ことができるようになった（田中，2021，pp.131-
132）。

IDFA の存在は、iPhone の成功に大きく貢献した
といわれる。なぜなら、iPhone 本体は高額であったが、
利用者は様々なアプリを無料あるいは低価格で入手で
き、これが iPhone の利用価値を高めたからである。
iPhone とアプリが補完関係となることで、アプリを
無料でユーザーに提供しても、その分 iPhone の販売
が向上し、Apple の収益は増加した（木内，2019，
pp.62-63）。

しかし、IDFA に紐づく利用者の属性情報は、利用
者自身がデバイス上で拒否設定をしない限り、アプリ
をまたいで共有される。つまり、デバイスに IDFA
が割り振られているために、アプリを介して利用者属
性のトラッキングが行われることになる。このためデ
ベロッパーは、自らが有する利用者属性データと他の
デベロッパーが取得した利用者属性データを突合する
ことで、利用者の特定が可能となり、プライバシー侵
害リスクが高まることとなった（田中，2021，pp.132-
133）。

4.2　PBD実践に向けた方向転換
こうしたプライバシー侵害リスクへの Apple の対

応は、2011 年８月にティム・クック氏が同社の CEO
に就任したことで、強化に向けて舵が切られた。同氏
は就任直後から、ステークホルダー主義の観点を取り
入れる形で、ビジネスの方向性を大きく変化させた。
まず、ジョブズ氏のアプローチから 180 度転換するか
たちで環境ポリシーを変革してグリーン企業としての
取り組みを本格化させ、また社会面においてもサプラ

イチェーン上の人権侵害防止の促進に取り組んだ。そ
してガバナンスに関しては、利用者の個人情報が本人
の知らないところで売買されている状況を問題視し、
プライバシー保護の強化を推進した（Kahney, 2019）。

このとき、Apple は利用者のプライバシーを「基本
的人権」と位置づけ、個人情報の取り扱いについて利
用者が自ら選択するという立場を採用した。そのうえ
で、プライバシーポリシーにおいて「データ・ミニマ
イゼーション 15」の発想を中核に据え、エンジニアと
弁護士を含むプライバシー・チームを、製品・サービ
スの開発段階から関与させることとした（田中，2021，
p.128）。これを踏まえ Apple は、利用者のプライバシー
保護を一層推進することとなった。同社のプライバ
シー保護対応の具体的内容を挙げるとすれば、主に次
の４点となる。

第一に、アプリにおける位置情報の保護である。
Apple は、位置情報の使用許可に「次回確認」（Ask 
next time）という選択肢を新たに追加することで、
アプリが位置情報を取得しようとする際の通知を強化
している。これは、アプリが情報を取得しようとする
たびに行われるため、利用者は意図しない情報取得が
あることを把握でき、不要な情報提供を防ぐことがで
きる（Apple, 2019a, p.5）。

第二に、プライバシー重視のソーシャルログイン
「Sign in with Apple」である。ソーシャルログイン
とは、複数の Web サービスやアプリを利用する度に、
ログイン情報で毎回利用者登録をせずに、MDP の提
供するアカウントで一括にログインできるサービスを
指すが、これを通じて MDP は利用者情報を取得し、
ログイン先の企業に提供していると言われる。Sign 
in with Apple では、名前やメールアドレスを伏せて
ログインすることが可能で、メールアドレスはログイ
ンのためにデバイスがランダムで作成したものを使う
ため、プライバシーが守られる（Apple, 2019b, p.6）。

第三に、Safari や Message など標準アプリのプラ
イバシー保護強化である。Safari は「インテリジェン
ト・トラッキング防止機能（ITP）」という機械学習
システムを用いることで、ウェブサイトをまたいだ利
用 者 の ト ラ ッ キ ン グ を 阻 止 す る（ 田 中，2021，
p.133）16。また、Message では送信時に端末で暗号化
が施され、それを復号する秘密鍵は送信者と受信者以
外には提供されない。このため、Apple や通信キャリ
アであっても、第三者が通信の途中で内容を読み取る

14 「オープンシステム」とは、クローズドシステムと対比され、他社に補完製品を作ってもらうために、外部のプレイヤーに積極的にビジネスへの参加

を促すもので、プラットフォームビジネスに典型的に見られるシステムである。
15 顧客データの取得を最低限に抑えることを意味する。
16 したがって、Safari の検索窓を使えば送信される情報が抑えられるため、ある Web サイトで見た内容の広告が異なる Web サイトでも表示されるのを

防ぐことができる。
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ことは不可能である。さらに、文字入力における予測
変換機能も、その使用内容に関する情報はデバイスに
とどまっている 17。

第四に、Apple Pay におけるプライバシー保護であ
る。Apple Pay は、Apple のデバイスを用いた非接触
型決済サービスである。決済作業自体はクレジット
カード会社が行い、Apple は利用者との仲介を担う。
Apple Pay で支払えば、デバイスで本人認証を行い、
個人情報を保護するため、店舗の従業員が利用者の名
前やセキュリティコードを知ることがなく、クレジッ
トカード番号が店舗に保存されることもない 18。また
Apple も利用者を特定することはなく、決済は通常の
クレジットカードと同様に、利用者、加盟店、カード
発行会社の三者間で完結する（竹内，2019，pp.146-
147）。

上記の第一から第四に共通するのは、デバイス自体
の機能として、本人の意思に基づくプライバシー保護
を強化している点である。Facebookがクラウドのデー
タセンター側で個人データの提供を管理しようとして
いるのに対し、Apple は端末と利用者の側でのデータ
提供の意思を確認することで、プライバシーを保護し
ようとしている（竹内，2019，p.140）。これは、FTC
が企業に求める PBD の発想を実現したものだと理解
できる。

4.3　利害一致に向けた積極姿勢
FTC は、 ア ド テ ッ ク で 莫 大 な 利 益 を 上 げ る

Facebook に巨額の制裁金を科すことで、MDP によ
るプライバシー侵害を牽制しようとするが、Apple は
こうした状況を逆手に取り、MDP に対するプライバ
シー保護規制をさらに強化すべきだと主張してき
た 19。こうした行動は、規制の強化を促すことで、他
社のビジネスチャンスを縮小すると同時に、参入障壁
を高くして独占の強化を図ろうとしていると理解でき
る。

とはいえ、AI ビジネスにおいては、違法行為に関
する情報収集が難しいため、法律を制定するだけでは
プライバシーを十分に保護することができない（竹内，
2019，p.140）。MDP がデベロッパーに共有した情報は、

多くの場合、利用者に伝えられることなくパッケージ
化され、さらに他のデベロッパーへと転売される（木
内，2019，pp.121-122）。この過程でデータが拡散し
ていくため、企業が違反行為を犯しても、FTC のよ
うな捜査当局は容易にそれを発見・摘発することがで
きない。

そこで Apple は、宣伝を通じて消費者のリスク認
識の喚起を行う。同社のコマーシャルは「アプリの使
用やウェブサイトの閲覧により他人に自分の私生活が
監視されている」というメッセージを発して消費者の
恐怖心を煽り、そのうえで、Apple デバイスで「トラッ
キングを拒否することで監視が消え、プライバシーが
守られる」とアピールする。このコマーシャルは、消
費者のリスク喚起を目的としながらも、Apple デバイ
スがプライバシーに配慮していることを顧客にアピー
ルすると同時に、十分な対応ができない他の MDP を
批判していると言える（木内，2019，p.123）。

このような Apple のプライバシー保護対応は、他
の MDP に対抗する競争戦略として理解される（田中，
2021，p.129）。Apple は、デバイスにインストールさ
れたアプリが IDFA を取得しようとする際に、利用
者の事前許可を義務付ける（田中，2021，p.131）。こ
のため、ユーザーが IDFA の提供を拒否すれば、利
用者データの提供は行われない。すると、行動ターゲ
ティング広告の精度が低下し、アドテックの収益性維
持が困難になるはずである 20。

それでも Apple は、国際社会がプライバシー保護
規制を強化するなか、また利用者のプライバシーリス
クへの認識が高まるなか、プライバシーリスク・コン
トロールによるメリットが、データ活用効率向上によ
るメリットを上回ると判断したわけである。この点に
おいて、Apple のコーポレートガバナンスは、規制環
境の変化のもと、プライバシーを製品のブランド価値
に取り込むことで、ステークホルダー間の利害を積極
的に一致させようとしていることがわかる。

５　両社の比較と考察

ここまでに、Facebook と Apple におけるプライバ

17 Apple. Legal Process Guidelines: Government & Law Enforcement within the United States. (https://www.apple.com/legal/privacy/law-enforcement-

guidelines-us.pdf)
18 Apple Pay にクレジットカードをアップロードしても、Apple は情報に一切アクセスできない。カード番号はデバイス自体に格納されず、専用のアカ

ウント番号が使われる。購入履歴もわからない。
19 Cook, T. “You Deserve Privacy Online. Here’s You Could Actually Get It”, TIME, Jan. 16, 2019 (https://time.com/collection-post/5502591/tim-cook-

data-privacy/)
20 2017 年、オンライン広告業界団体の双方向広告業界団体（IAB）は、Apple の ITP に対し、Apple の方向転換がユーザー体験を損ない、インターネッ

トの経済モデルを破壊するとして反対の声をあげた。Apple はこれに反論し「ITP は広告をブロックするものではなく、実際にクリックし訪問した

サイトの正当な追跡を干渉するものでもない」と説明した（木内，2019，p.145）。
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シー保護対応の変化を概観してきた。両社ともに、当
初は企業効率を重視し、デベロッパーに利用者の個人
データを提供していたが、FTC によるプライバシー
保護規制の強化に伴い、企業倫理を重視し、プライバ
シー保護を強化する方向に舵を切っている。この点に
鑑みれば、規制環境が変化するなかで、コーポレート
ガバナンスにおける株主と消費者の利害関係が、対立
から一致へ向けて変化していることを確認できる。

ただし、両社のプライバシー保護規制への対応には
相違点もあり、それが戦略上の相違として現れている。
まず、Facebook のプライバシー保護における方向転
換は、FTC による摘発を受ける形で、他律的に行わ
れている。これは、あくまで Facebook の収益源たる
アドテックビジネスが、コーポレートガバナンスのジ
レンマを本質的に克服することができないため、プラ
イバシー保護の規制強化を受けて、新たな収益源を模
索せざるを得ない状況に陥ったためだと考えられる。

他方で Apple は、むしろ政府の動向に影響力を行
使しつつ、環境変化に自律的な働きかけをしている。
Apple は、利用者のプライバシーが企業価値を構成す
る重要な要素になると判断し、ステークホルダー主義
的な観点（Freeman & Reed, 1983）から、プライバシー
保護機能を製品に組み込むための PBD を戦略的に実
施している。さらには、プライバシーに根ざした企業
価値を一層高めるための手段として、政府による規制
強化と消費者のリスク認識向上を積極的に促してい
る。

Facebook と Apple におけるプライバシー保護規制
への対応の相違は、両社の非市場戦略の相違として理
解することもできる。非市場戦略は、従来、ロビー活
動などの合法的な方法を通じて政府部門にアプローチ
し、ビジネスを有利に進めるための環境変化を促す戦
略を指す。昨今では、新興国における政府部門への贈
賄を通じた関係構築など、非合法的な手段を用いた戦
略にも、注目が集まっている（Iriyama, et. al., 2016）。
Facebook は、FTC による２度の摘発を受けているこ
とから、規制強化に十分対応できておらず、プライバ
シー保護に関する明確な非市場戦略を持っているとは
言えない。これに対して、AppleはFTCを味方につけ、
規制環境が自社に有利に作用するよう変化を促そうと
しており、この点においては、従来型の合法的な非市
場戦略に位置付けられる。

とは言え、先述したとおり、データの取得や移転は、
規制当局ですらその実態を正確に把握することが難し
いとされる。また米国におけるプライバシー保護規制

は EU の GDPR に比べると法律としての体系性に乏
しく、比較的緩やかな規制だと言われている（木内，
2019，p.173）。規制環境の整備・運用が不十分な状況
のなか、規制強化を促すことで消費者保護を推進する
という Apple の非市場戦略は、従来のように貿易保
護を目的とした参入障壁強化の戦略（Schuler, 1996）
とは一線を画しており、消費者の権利をより重視した
戦略だと言える。この点においても、ステークホルダー
間の利害対立における消費者の存在が一層大きくなっ
ていることを確認することができる。

おわりに

本稿では、Facebook と Apple のプライバシー保護
対応を取り上げ、AI ビジネスにおけるコーポレート
ガバナンスを巡り、ステークホルダー間の利害関係の
変化をとらえてきた。先行研究においては、ステーク
ホルダー間の利害対立がコーポレートガバナンスにお
けるジレンマを生んでいるとされたが、本稿の分析を
通じて、プライバシー規制の強化により消費者の権利
が重視され、その結果、ステークホルダー間（とりわ
け株主と消費者の間）の利害が一致する方向に変化し
ていることがわかった。このように考えれば、AI の
予測精度と利用者のプライバシーを巡り、コーポレー
トガバナンスのジレンマは解消される傾向にあると言
える。

また、両社のプライバシー保護対応には、自律性の
面において相違が見られたが、その背景には非市場戦
略の相違があることもわかった。Apple が Facebook
に比べて自律的なプライバシー対応を実現し、結果的
に FTC による摘発を回避している事実に鑑みれば、
コーポレートガバナンスにおけるジレンマの解消に
は、非市場戦略による規制環境への働きかけが有効で
あると言える 21。

ただし、Facebook と Apple には、収益構造に大き
な 違 い が あ る こ と に 注 意 し な け れ ば な ら な い。
Facebook は収益のほとんどが広告収入に占められて
いるのに対し、Apple の収益の大部分はデバイスの売
上によるものである（齋藤，2020，p.206）。つまり、
Facebook にとってアドテックは企業価値に直接影響
を与える重要な収益源であるのに対し、Apple にとっ
てのアドテックはあくまで製品価値の一部を構成する
アプリの利便性に影響を与えるに過ぎないわけであ
る。従って、AI ビジネスにおけるコーポレートガバ
ナンスのジレンマ解消において、プライバシー保護の

21 もちろん、Apple によるプライバシー保護の強化には、独占の強化という非市場戦略本来の目的があると考えられる。Facebook や Apple をはじめと

した MDP に対し、米国と EU の規制当局は、独占禁止法（競争法）の適用を強化している。Apple にとって、独占禁止法の適用は非市場戦略上の重

要なリスクであり、FTC との関係構築には、独占禁止法の適用回避という目的もあると考えられる。

4646



AI の予測精度とプライバシー保護を巡るジレンマ─ステークホルダー主義に基づくコーポレートガバナンスの再構築─（藤野　真也）

強化によるブランド価値の向上は、Facebook の従来
のビジネスモデルにおいては十分な効果を持たず、他
方で Apple には特に有利に働く戦略だったと言える。

この点に鑑みれば、製造業を中心とする日本企業が
AI の戦略的活用を進める場合、Apple の非市場戦略
が重要な参考になることがわかる。とりわけ消費者向
けの製造業においては、アドテックのようにデータを
企業の直接的な収益源とするのではなく、企業効率と
企業倫理の両面から製品価値を高めるために、利用者
の個人データを活用することが可能である。ただし、
その際には、利用者にデータ委託にともなうプライバ
シー侵害リスクを負担してもらう必要がある。した
がって、データの提供を受ける企業は、ステークホル
ダー主義の視点に立ち、利用者をデータ資本の委託者
と捉え、利用者に対する信認義務を履行することが重
要となる（藤野・藤原，2021）。こうした観点に立ち、
プライバシーリスクをコントロールするための PBD
を戦略的に実施し、プライバシーを企業価値に取り込
むことができれば、今後の日本企業においても、コー
ポレートガバナンスのジレンマを克服し、AI の戦略
的活用に向けた道が開けると考えられる。
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